
45 広報 るもい広報 るもい

か
な
え
て
、
安
心
し
て
結
婚
・
出
産
・
子

育
て
が
で
き
る
社
会
を
目
指
し
ま
す
。
具

体
的
に
は
、
男
性
の
育
児
休
業
取
得
率
を

13
％
、
妊
産
婦
へ
の
１
０
０
％
の
支
援
実

施
な
ど
の
成
果
指
標
を
示
し
て
い
ま
す
。

　
　
　

　
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
本

部
」
が
緊
急
経
済
対
策
の
目
玉
と
し
て

２
０
１
４
年
度
補
正
予
算
に
盛
り
込
ん
だ

新
し
い
交
付
金
は
、
個
人
消
費
を
下
支
え

す
る
「
地
域
消
費
喚
起
・
生
活
支
援
型
」、

地
方
の
活
性
化
に
つ
な
げ
る
「
地
方
創
生

先
行
型
」
の
２
種
類
に
分
け
ら
れ
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
、
地
域
住
民
生
活
等
緊
急

支
援
の
た
め
の
交
付
金
と
し
て
位
置
づ
け

て
い
る
「
地
域
消
費
喚
起
・
生
活
支
援
型
」

に
は
、
商
店
街
が
発
行
額
よ
り
も
１
〜
２

割
お
得
に
な
る
プ
レ
ミ
ア
ム
付
き
商
品
券

を
発
行
す
る
た
め
の
支
援
な
ど
が
考
え
ら

れ
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
自
治
体
の
人
口
減
少
対
策
の
狙

い
が
あ
る
「
地
方
創
生
先
行
型
」
は
、
農

業
を
主
体
と
し
た
１
次
産
業
振
興
な
ど
を

目
的
と
し
た
地
域
し
ご
と
支
援
事
業
や
創

業
支
援
と
販
路
開
拓
、
農
村
地
帯
に
お
け

る
多
世
帯
交
流
・
多
機
能
型
の
ワ
ン
ス

ト
ッ
プ
拠
点
（
小
さ
な
拠
点
）
づ
く
り
な

ど
の
支
援
が
考
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
　
　
　
　
　
　
　

◇

　

留
萌
市
で
は
、国
の
交
付
金
を
活
用
し
、

地
域
経
済
の
活
性
化
と
地
元
で
の
消
費
喚

起
、
市
民
生
活
の
支
援
を
目
的
と
し
た
プ

レ
ミ
ア
ム
付
き
商
品
券
の
発
行
に
取
り
組

ん
で
い
く
ほ
か
、
農
業
の
担
い
手
の
確
保

と
地
域
資
源
を
活
用
し
た
産
業
の
創
出
な

ど
に
つ
い
て
検
討
を
進
め
て
い
ま
す
。

■
お
問
い
合
わ
せ
は

　

政
策
調
整
課 

☎
42-

１
８
０
９

　

http://w
w
w
.e-rum

oi.jp/

　

２
０
０
８
年
に
始
ま
っ
た
人
口
減
少

は
、
今
後
も
加
速
度
的
に
進
む
こ
と
が
懸

念
さ
れ
て
い
ま
す
。
特
に
人
口
減
少
は
地

方
か
ら
始
ま
り
、
都
市
部
へ
広
が
っ
て
い

く
こ
と
か
ら
、
経
済
や
社
会
に
対
し
て
大

き
な
重
荷
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

現
在
、
東
京
圏
に
は
過
度
に
人
口
が
集

中
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
か
ら
も
人
口
流
入

の
傾
向
が
続
く
見
通
し
に
あ
り
、
東
京
圏

へ
の
人
口
集
中
が
地
方
の
人
口
減
少
に
結

人
口
減
少
・
地
方
創
生

プ
ロ
ジ
ェ
ク
トび

つ
い
て
い
る
と
考
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

地
方
創
生
は
、
政
府
が
最
重
要
課
題
と

位
置
づ
け
て
い
る
地
方
の
人
口
減
少
を
緩

和
す
る
政
策
で
、
人
口
の
急
激
な
減
少
に

よ
っ
て
存
在
そ
の
も
の
が
危
ぶ
ま
れ
て
い

る
地
方
都
市
の
活
性
化
な
ど
を
目
的
と
し

て
い
ま
す
。

　

人
口
減
少
に
歯
止
め
を
か
け
る
た
め
に

必
要
な
今
後
の
基
本
的
視
点
と
し
て
①

「
東
京
一
極
集
中
」
の
是
正
②
若
い
世
代

の
就
労
・
結
婚
・
子
育
て
の
希
望
の
実
現

③
地
域
の
特
性
に
即
し
た
地
域
課
題
の
解

決
｜
を
挙
げ
、
国
民
の
希
望
の
実
現
に
全

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

留萌市

人
口
減
少
に
歯
止
め
を

地
方
都
市
の
活
性
化
へ

地
域
住
民
生
活
等
緊
急

支
援
の
た
め
の
交
付
金

力
を
注
ぐ
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
し
て
い

ま
す
。

　

人
口
減
少
問
題
の
克
服
に
向
け
て
は
、

中
長
期
的
な
展
望
を
持
つ
こ
と
が
必
要
と

さ
れ
、
将
来
の
人
口
の
展
望
を
示
し
た
も

の
を
「
長
期
ビ
ジ
ョ
ン
」
と
し
、
問
題
解

決
の
た
め
の
具
体
的
な
施
策
を
「
総
合
戦

略
」
と
し
て
い
ま
す
。

　
　
　
　

　　　

国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
が

２
０
１
２
年
に
示
し
た
人
口
推
移
で
は
、

２
０
６
０
年
の
総
人
口
が
約
８
７
０
０
万

人
ま
で
減
少
し
ま
す
。
こ
れ
に
対
し
長
期

ビ
ジ
ョ
ン
は
、
女
性
が
生
涯
に
産
む
子

ど
も
の
数
を
示
す
合
計
特
殊
出
生
率
が
、

２
０
３
０
年
の
国
民
希
望
出
生
率
で
１
・

80
、
２
０
４
０
年
で
２
・
07
に
上
昇
す
る

と
仮
定
し
、
２
０
６
０
年
に
１
億
人
程
度

の
人
口
を
確
保
で
き
る
と
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
総
合
戦
略
に
伴
っ
た
人
口
の
安

定
化
、
生
産
性
向
上
が
実
現
し
た
場
合
を

想
定
し
、
２
０
５
０
年
代
に
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ

（
国
内
総
生
産
）
の
成
長
率
は
１
・
５
〜

２
％
を
維
持
し
、
国
内
の
成
長
力
が
確
保

で
き
る
と
し
て
い
ま
す
。

　

２
０
１
５
年
度
か
ら
２
０
１
９
年
度
ま

で
５
カ
年
で
実
施
す
る
総
合
戦
略
で
は
、

目
標
達
成
時
期
を
原
則
２
０
２
０
年
と
定

め
て
数
値
指
標
を
示
し
な
が
ら
地
方
の
雇

用
創
出
や
子
育
て
支
援
、
地
方
移
住
の
推

進
な
ど
の
施
策
を
掲
げ
て
い
ま
す
。

　

地
方
に
お
け
る
安
定
し
た
雇
用
を
創
出

す
る
施
策
で
は
、
地
方
に
34
歳
以
下
の
若

者
雇
用
を
30
万
人
創
出
す
る
こ
と
を
目
標

に
地
域
産
業
の
競
争
力
強
化
や
地
方
へ
の

人
材
還
流
、
人
材
育
成
、
雇
用
対
策
な
ど

の
施
策
を
盛
り
込
ん
で
い
ま
す
。
具
体
的

に
は
、
農
林
水
産
業
の
振
興
を
図
り
、
６

次
産
業
市
場
な
ど
で
就
業
者
数
５
万
人
、

訪
日
外
国
人
旅
行
消
費
増
額
に
向
け
て
雇

用
者
数
８
万
人
、
地
域
の
中
核
企
業
な
ど

へ
の
支
援
に
雇
用
者
数
８
万
人
を
そ
れ
ぞ

れ
創
出
す
る
と
し
て
い
ま
す
。

　

地
方
か
ら
東
京
圏
へ
の
転
入
を
６
万
人

減
ら
し
、
転
出
を
４
万
人
増
や
す
こ
と
で

地
方
と
東
京
圏
の
転
出
入
を
均
衡
さ
せ
て

新
し
い
人
の
流
れ
を
つ
く
り
ま
す
。
そ
の

た
め
に
地
方
移
住
の
推
進
や
地
方
拠
点
強

化
、
地
方
採
用
や
就
労
の
拡
大
、
地
方
大

学
等
創
生
５
カ
年
戦
略
な
ど
を
掲
げ
て
い

ま
す
。
ま
た
、
全
国
移
住
促
進
セ
ン
タ
ー

を
開
設
す
る
な
ど
し
て
移
住
情
報
を
一
元

提
供
で
き
る
シ
ス
テ
ム
を
整
備
し
ま
す
。

　

さ
ら
に
若
者
雇
用
対
策
の
推
進
や
正

社
員
実
現
の
加
速
、
仕
事
と
生
活
の
調

和
（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
）
の

実
現
に
取
り
組
み
、
若
い
世
代
の
希
望
を

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

創
生「
長
期
ビ
ジ
ョ
ン
」

人口減少問題の克服
◎２０６０年に１億人程度
　の人口を確保

◆人口減少の歯止め

・国民の希望が実現した場
  合の出生率（国民希望出
  生率）＝１．８

◆「東京一極集中」の是正

成長力の確保
◎２０５０年代に実質ＧＤＰ
   （国内総生産）成長率１．５
   ～２％程度維持
  （人口安定化、生産性向上
    が実現した場合）

  地方における安定した雇用を創出する
 ◎２０２０年までに３０万人の若者
　  雇用を創出
  ◆地域産業の競争力強化（業種横断
 　 的な取り組み）

  ◆地域産業の競争力強化（分野別の
　  取り組み）

  ◆地方への人材還流、地方での人材
　  育成、雇用対策

地方への新しいひとの流れを

つくる
◎地方と東京圏での転出入の均衡

◆地方移住の推進
◆地方拠点強化、地方採用・就労
　拡大
◆地方大学等創生５カ年戦略

 若い世代の結婚・出産・子育ての

 希望をかなえる
◎安心して結婚・出産・子育てでき
　る社会へ

 ◆若者雇用対策の推進、正社員実現加速

 ◆結婚・出産・子育て支援

 ◆仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・
　 バランス）の実現「働き方改革」

 時代に合った地域をつくり、安心な暮らし

 を守るとともに、地域と地域を連携する

 ◆「小さい拠点」（多世代交流・多
　 機能型）の形成支援

 ◆地方都市における経済・生活圏の
　 形成（地域連携）

 ◆大都市圏における安心な暮らしの確保

 ◆既存ストックのマネジメント強化

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

創
生「
総
合
戦
略
」

※国の「まち・ひと・しごと創生本部」資料より抜粋

▲農業の担い手を確保するための実習施設（イメージ）


